第１部　計画の枠組み
第１章　計画の策定にあたって



1 　計画策定の背景

(1) 　障がいのある人を取り巻く環境の変化

昭和56（1981）年の国際障害者年を契機に、障がいのある人の「完全参加と平等」の実現に向けた取り組みが始まってから、30年以上が経過しました。この間、障がいのある人を取り巻く環境は大きく変化しました。
障がいのある人に対する福祉サービスについては、平成15（2003）年に、従来の「措置制度」から、利用者の自己決定を重視した契約制度である「支援費制度」に移行され、サービスの充実が図られました。しかし、サービスの利用者が急増したことや精神に障がいのある人がサービスの対象になっていなかったことなどから、これらの課題を解決するため、平成18（2006）年に、「障害者自立支援法」が施行され、サービス体系の再編などが図られました。平成25（2013）年には、「障害者自立支援法」は見直され、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」（以下「障害者総合支援法」といいます。）として施行され、難病患者等がサービスの対象となるなど、サービスの充実が図られました。平成28（2016）年には、「障害者総合支援法」施行後３年を目途としたサービスのあり方等の見直しを踏まえ、「障害者総合支援法」と「児童福祉法」が改正され、サービスの拡充が図られました。
また、障がいのある人の外出時の障壁を除去するための環境整備については、平成６（1994）年に「高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の促進に関する法律」、平成12（2000）年に「高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進に関する法律」が施行されました。平成18（2006）年には、この２つの法律を一体化した「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（以下「バリアフリー法」といいます。）が施行され、公共的建築物や公共交通機関等におけるバリアフリー化が進められました。
このように、障がいのある人が日常生活や社会生活をおくる上で必要なサービスの提供や環境整備が進められたものの、社会的障壁の解消までには至っていません。
国際社会においては、平成18（2006）年に、国際連合により、障がいのある人の権利や尊厳を保護し、促進するための包括的かつ総合的な国際条約として「障害者の権利に関する条約」（以下「障害者権利条約」といいます。）が採択され、平成20（2008）年から発効されています。
我が国においては、平成19（2007）年の同条約の署名以降、条約の締結に向けた国内法の整備が進められてきました。平成23（2011）年には、「障害者基本法」が改正され、障がい者の定義を見直すとともに、障がいを理由とする差別などによる権利侵害行為の禁止や社会的障壁の除去を怠ることによる権利侵害の防止などが基本原則に盛り込まれました。また、同年には「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律」（以下「障害者虐待防止法」といいます。）が制定され、平成24（2012）年に施行されました。さらに、平成25（2013）年には、「障害者基本法」の差別の禁止に関する基本原則を具体化するため、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（以下「障害者差別解消法」といいます。）が制定されました。
このほか、平成17（2005）年には「発達障害者支援法」、平成25（2013）年には「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律」（以下「障害者優先調達推進法」といいます。）が施行されました。また、同年には、「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律」（以下「精神保健福祉法」といいます。）、「障害者の雇用の促進等に関する法律」（以下「障害者雇用促進法」といいます。）が改正され、さらに、「障害者基本法」に基づく「障害者基本計画（第３次）」が策定されるなど、障がいのある人の人権の尊重などについて、着実な取り組みが進められてきました。
こうした国内法の整備などを受け、我が国は、平成26（2014）年１月に「障害者権利条約」を批准し、同年２月に効力を発することとなり、平成28（2016）年４月の障害者差別解消法の施行を迎えました。また、「障害者権利条約」の批准等を踏まえつつ、発達障がいのある人への支援の一層の充実を図るため、同年に「発達障害者支援法」が改正され、施行されました。
(2) 　岐阜市の取り組み

このように、障がいのある人を取り巻く環境が大きく変化する中、岐阜市としては、昭和56（1981）年に「岐阜市国際障害者年の推進方針」を決定し、昭和57（1982）年には、共感と連帯で築く福祉のまちをめざして、「障害者施策に関する長期計画」を策定しました。同計画の期間が満了する平成３（1991）年には、岐阜市心身障害者対策推進協議会において、同計画を踏襲しつつ、ノーマライゼーションの理念の具現化を図るための計画的な障がい者施策の指針を示した「今後の障害者対策への提言」が取りまとめられました。
その後、平成８（1996）年に身体障害者手帳の交付事務や精神保健に関する事務などが移譲される中核市への移行を経て、平成９（1997）年には、障がいのある人に対するアンケートや障がい者団体などの意見、障がいのある人も参画した岐阜市障害者施策推進協議会の審議を踏まえ、バリアフリー社会の実現をめざした「岐阜市障害者計画」を策定しました。同計画は、全国初の本格的な障害者計画として高い評価を受けました。なお、同計画の期間が満了する平成16（2004）年には、「障害者基本法」が改正され、平成19（2007）年４月から市町村における障害者計画の策定が義務化されました。
平成18（2006）年には、柳津町との合併を経て、「誰もが自立してともに暮らすまちをめざして」を基本目標に掲げた「第２次岐阜市障害者計画」を策定しました。また、同年の「障害者自立支援法」の施行に伴い、市町村における障害福祉サービス等の見込量とその確保策などを示す障害福祉計画の策定が義務化されたことから、平成19（2007）年に、「第１期岐阜市障害福祉計画」、平成21（2009）年には「第２期岐阜市障害福祉計画」、平成24（2012）年には「第３期岐阜市障害福祉計画」を策定しました。

平成27（2015）年には、平成30（2018）年度以降のサービスのあり方等の見直しなどを見据え、「第３次岐阜市障害者計画」と「第４期岐阜市障害福祉計画」を合わせて策定しました。
なお、サービスのあり方等の見直しに伴う「児童福祉法」の改正により、市町村における障害児通所支援サービス等の見込量とその確保策などを示す障害児福祉計画の策定が平成30（2018）年度から義務化されます。
以上のような動向などを踏まえ、障がいのある人に関する施策（以下「障がい者施策」といいます。）を総合的かつ計画的に推進するため、「第４次岐阜市障害者計画」を策定します。
2 　計画の性格

(3) 　計画の位置付け
この計画は、障害者基本法第11条第３項に基づく市町村障害者計画として、国の障害者基本計画（第４次）や第２期岐阜県障がい者総合支援プランを踏まえつつ、岐阜市における障がい者施策の基本方針などを示す計画です。
なお、この計画は、岐阜市総合計画基本構想の方針に沿って、岐阜市地域福祉推進計画、ぎふ市民健康基本計画、岐阜市人権教育・啓発行動計画など、関連する計画と整合を図りつつ、策定し、推進していきます。
(4) 　計画の範囲
この計画における障がいのある人とは、身体に障がいのある人、知的障がいのある人、精神に障がいのある人、発達障がいのある人、難病患者等です。
なお、この計画は、福祉のみならず、保健・医療、雇用・就労、防災、まちづくり、教育、文化・スポーツなど、障がい者施策全般について示す計画であり、その推進にあたっては、障がいの有無にかかわらず、広く市民の理解と協力が不可欠です。したがって、岐阜市民のすべてが対象となります。
3 　計画の期間

この計画の期間は、障がい者施策を中長期に見据えつつ、今後３年ごとに策定が見込まれる障害福祉計画と障害児福祉計画とともに、総合的に策定や見直しが図られるよう、平成30（2018）年度から平成35（2023）年度までの６年間とします。
なお、この計画の福祉サービス分野における実施計画の性格を有する「第５期岐阜市障害福祉計画・第１期岐阜市障害児福祉計画」の期間は、平成30（2018）年度から平成32（2020）年度までの３年間です。
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4 　ニーズの把握等


計画の策定にあたり、障がいのある人のニーズ等を把握するために、平成28（2016）年11月に「障害者計画・障害福祉計画策定実態調査」（以下「実態調査」といいます。）と平成29（2017）年５月から６月に障がい者関係団体等との意見交換を実施しました。

図表１－２　実態調査結果の概要
	調査対象
	調査方法
	調査数
	回答数
	回答率（％）

	①視覚障がい
	各台帳等から、対象者を抽出し、郵送により調査票を配布・回収
	305
	151
	49.5

	②聴覚等障がい
	
	289
	130
	45.0

	③言語等障がい
	
	40
	17
	42.5

	④肢体不自由
	
	984
	501
	50.9

	⑤内部障がい
	
	998
	559
	56.0

	⑥知的障がい
	
	452
	240
	53.1

	⑦精神障がい
	
	449
	232
	51.7

	⑧指定難病
	
	454
	253
	55.7

	⑨手帳未所持
	
	57
	26
	45.6

	⑩障がい児
	
	825
	382
	46.3


※①から⑨までは、18歳以上の人を対象としています。⑨は、障がい者手帳等を未所持で障害福祉サービス等受給者証を所持している人を対象としています。
図表１－３　意見交換を実施した障がい者関係団体等
	対象団体（21団体）

	岐阜市身体障害者福祉協会
岐阜地区知的障がい者育成会
岐阜市視覚障害者福祉協会
岐阜市聴覚障害者協会
岐阜市肢体不自由児者父母の会
特定非営利活動法人　障害者自立センターつっかいぼう
特定非営利活動法人　岐阜県難病団体連絡協議会岐阜支部
岐阜県自閉症協会岐阜市ブロック
岐阜市重症心身障害児(者)を守る会
岐阜市あけぼの会（精神障害者家族会）
岐阜市立岐阜特別支援学校ＰＴＡ
社会福祉法人　いぶき福祉会
社会福祉法人　岐東福祉会
社会福祉法人　清穂会　
社会福祉法人　岐阜市社会福祉協議会
社会福祉法人　岐阜市社会福祉事業団
特定非営利活動法人　ぎふ難聴者協会
岐阜睦声会
岐阜盲ろう者友の会
公益社団法人　日本オストミー協会岐阜県支部
特定非営利活動法人　ぎふ脳外傷友の会長良川
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